
目標１

○目標１　＞　（１）　＞　①　＞　○妊娠期・子育て期の相談窓口の認知率

11.5% 
5.3% 4.5% 0.3% 

26.2% 

2.3% 

47.8% 54.5% 
45.4% 49.2% 

24.1% 

42.2% 

32.6% 30.3% 
41.5% 43.5% 42.3% 

47.5% 
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40%
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70%
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90%

100%

利
用
者
支
援
事
業 

ゆ
り
か
ご
・と
う
き
ょ

う 

事
業 

子
供
家
庭
支
援
セ
ン

タ
ー 

妊
娠
相
談
ほ
っ
と
ラ
イ

ン 
保
健
所
・保
健
セ
ン

タ
ー 

民
生
・児
童
委
員
（主

任 

児
童
委
員
） 

無回答 

無回答 

その他 

地域になかった 

利用しにくかった 

必要なかった 

知らなかった 

利用あり 

相談窓口の利用有無（妊娠期） 

13.7% 
4.3% 10.7% 

46.5% 38.6% 

3.2% 0.8% 

27.2% 

3.2% 0.7% 

44.1% 
51.3% 40.0% 

19.5% 
19.5% 

37.9% 43.0% 

34.8% 35.4% 40.7% 
27.0% 35.2% 

49.6% 47.6% 

1.0% 0.6% 1.6% 2.0% 1.6% 2.1% 1.1% 

62.3% 

86.2% 88.6% 
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支
援
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ゆ
り
か
ご
・と
う
き
ょ
う
事
業 

子
供
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー 

子
育
て
ひ
ろ
ば 

保
健
所
・保
健
セ
ン
タ
ー 

民
生
・児
童
委
員
（主
任
児
童
委
員
） 

小
児
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー
こ
こ
ろ
の

相
談
窓
口 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
（こ
ん
に

ち
は
赤
ち
ゃ
ん
事
業
） 

児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
・児
童
相
談
所 

女
性
相
談
セ
ン
タ
ー 

無回答 

無回答 

その他 

理由不問 

地域になかった 

利用しにくかった 

必要なかった 

知らなかった 

利用あり 

相談窓口の利用有無（子育て期（就学前）） 

利
用
な
し

 

利
用
な
し

 

必要 
なかった 

知らなかった 

必要 
なかった 

知らな 
かった 

利用あり 

利用あり 

利用なし 
理由不問 

利用あり 

平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

評価指標に係るグラフデータ 

資料５ 
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目標１○目標１　＞　（１）　＞　②　＞　○妊娠届出率　

○目標１　＞　（１）　＞　②　＞　○妊婦健診の受診率

○目標１　＞　（１）　＞　②　＞　○母親学級・両親学級の受講率

90.7% 

91.1% 

91.0% 

91.2% 

92.2% 

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

※〔満11週以内妊娠届

出数／妊娠届出総数

（分娩後届出を含む）〕

×100 

母子保健事業報告年報 

（東京都福祉保健局）より 

満11週以内妊娠届出率 

90.1% 

90.5% 

90.9% 

90.7% 

91.6% 

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

母子保健事業報告年報 

（東京都福祉保健局）より 

妊婦健診（１回目）の受診率 

46.6% 

46.8% 

49.5% 

49.5% 

51.8% 

40.0%

42.0%

44.0%

46.0%

48.0%

50.0%

52.0%

54.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

※〔母親学級母性科
（一般・両親・その他）
の受講者数／妊娠届
出総数〕×100 

母子保健事業報告年報 
（東京都福祉保健局）より 

母親学級・両親学級の受講率 
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目標１○目標１　＞　（１）　＞　②　＞　○乳児健康診査等の受診率

○目標１　＞　（１）　＞　③　＞　○産後1か月程度の間の指導・ケアが十分であったと感じた人の割合

96.2% 

96.1% 

96.1% 

96.0% 
95.7% 

89.1% 

90.3% 
89.8% 

91.5% 
91.9% 

87.2% 
86.9% 87.3% 

88.3% 

89.8% 

91.3% 

91.1% 

92.1% 91.6% 

93.2% 

91.6% 

91.7% 

92.9% 92.7% 
93.5% 

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

３～４か月 

６～７か月 

９～１０か月 

１歳６か月 

３歳 

母子保健事業報告年報 

（東京都福祉保健局）より 

乳幼児健診の受診率 

退院後１か月、助産師や保健師等から指導・ケアを十分に受けられたか 

平成28年度 母子保健事

業実施状況（厚生労働省

母子保健課）より 

※3～4か月健康診査 

  受診時アンケート 

  回答結果（東京都分） 
 

はい, 77.6% 

いいえ,  

6.8% 

どちらとも 

言えない, 
 15.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

n=36,054人 

3 



目標１○目標１　＞　（３）　＞　①　＞　○子育てひろば事業等へ参加したことのある人の割合

○目標１　＞　（３）　＞　①　＞　○在宅支援サービスの認知度

47.6% 

37.7% 

22.9% 
19.9% 

9.8% 

25.4% 

2.7% 5.7% 

54.6% 

36.2% 
25.0% 

13.5% 

7.7% 

24.8% 

1.5% 
3.4% 

69.9%（※1） 

47.7% 

27.3% 

15.2% 15.8% 

30.6%（※2） 

2.4% 
5.7% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

保
育
所
・児
童
館 

・子
供
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
が 

行
う
子
育
て
ひ
ろ
ば
事
業
な
ど 

保
健
所
な
ど
で
実
施
す
る 

両
親
学
級
等 

（母
親
学
級
、
父
親
学
級
含
む
） 

児
童
館
の
母
親
ク
ラ
ブ
な
ど 

自
主
的
な
子
育
て
グ
ル
ー
プ 

（育
児
サ
ー
ク
ル
等
）の
活
動 

公
民
館
・女
性
セ
ン
タ
ー
な
ど
が 

行
う
子
育
て
講
座
な
ど 

参
加
し
た
こ
と
は
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

19年度（1,203世帯） 

24年度（1,103世帯） 

29年度（2,286世帯） 

※１ 平成29年度は、子育てひろば事業については、一時預かり等他の在宅サービスと併せて 

 別の質問項目で利用の有無及び理由を聞いている。 

※２ 平成19年度及び平成24年度は在宅子育て家庭（保育所、幼稚園等利用なし）に、H29年度は 

  就学前の子供がいる家庭全てに質問 

平成24年度・平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

子育てサービスへの参加状況［複数回答 ※1］ 

69.9% 

25.2% 

9.9% 
16.2% 

1.0% 0.1% 

4.9% 

6.2% 

15.8% 

40.1% 

26.0% 32.8% 

17.5% 

49.8% 
53.1% 

34.2% 

62.7% 
57.9% 

0.1% 

0.5% 0.5% 

1.6% 0.4% 0.4% 3.0% 
11.2% 13.2% 

2.2% 4.0% 2.7% 
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赤
ち
ゃ
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・ふ
ら
っ
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シ
ョ
ー
ト
ス
テ
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ト
ワ
イ
ラ
イ
ト
ス
テ

イ 

無回答 

利用なし 無回答 

利用なし その他 

利用なし 利用にくかった 

利用なし 地域になかった 

利用なし 必要なかった 

利用なし 知らなかった 

利用あり 

子育て支援サービスの利用状況 

知
ら
な
か
っ
た

 

平成29年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標１○目標１　＞　（３）　＞　①　＞　○在宅支援サービスのさらなる提供は不要と思う人の割合

49.9% 

17.9% 

7.6% 
2.7% 

1.0% 

12.5% 

2.5% 
6.1% 

52.0% 

14.5% 
9.0% 

1.7% 0.4% 

13.6% 

1.4% 

7.4% 

53.5% 

16.9% 

9.7% 

0.7% 0.4% 

8.9% 
2.6% 7.2% 

0%

10%
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40%
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60%

緊
急
時
に
預
か
っ
て
く
れ
る 

リ
フ
レ
ッ
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を
目
的
と
し
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預
か
っ
て
く
れ
る 

夜
間
早
朝
休
日
な
ど
に 

預
か
っ
て
く
れ
る 

自
己
啓
発
の
理
由
で
預
か
っ
て
く
れ
る 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
時
に 

預
か
っ
て
く
れ
る 

特
に
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

19年度（1,203世帯） 

24年度（1,103世帯） 

29年度（2,286世帯） 

あればよいと思う在宅支援サービス 

平成24年度・平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

※ 平成19年度及び平成24年度は在宅子育て家庭（保育所、幼稚園等利用なし）に、 

  H29年度は 就学前の子供が いる家庭全てに質問 
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目標１○目標１　＞　（３）　＞　①　＞　○親子で交流できる場所や施設が身近にない、公共の施設が
　子どもや親にとって利用しにくい、と感じる人の割合

次表

1.9% 1.2% 1.3% 

21.3% 
13.7% 11.9% 

57.7% 

56.5% 
53.0% 

15.0% 
24.6% 30.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

19年度（7,988人） 24年度（7,827人） 29年度(6,730人) 

そう思う 

どちらかといえばそう思

う 
あまりそう思わない 

全くそう思わない 

わからない 

無回答 

61.7% 

57.5% 

39.6% 

18.3% 

26.7% 

13.2% 

15.8% 

16.0% 

15.8% 

20.3% 

5.8% 

9.9% 

7.3% 

10.3% 

0.3% 

54.6% 

50.3% 

33.2% 

24.2% 

22.0% 

20.4% 

18.7% 

15.8% 

14.9% 

13.6% 

12.8% 

12.5% 

6.2% 

11.6% 

1.1% 

57.9% 

48.1% 

29.1% 

25.3% 

20.8% 

28.3% 

18.4% 

17.8% 

18.6% 

15.0% 

12.8% 

12.8% 

10.2% 

15.4% 

0.6% 

0% 20% 40% 60% 80%

交通量が多く危険 

公園など安全に遊べる場所が少ない 

犯罪が多く危険 

親族が近所にいない 

騒音・悪臭・空気の汚れなどがひどい 

保育所や学童クラブに入れない 

教育環境が良くない 

公共の施設が子供や親にとって利用しにくい 

親子で交流できる場所や施設が身近にない 

同じ年頃の子供が近所に少ない 

近所に教育上好ましくない施設がある 

子育ての話ができる友人が近所に少ない 

子育てに関して、近隣の理解が得にくい 

その他 

無回答 

29年度(884人) 

24年度（1,164人） 

19年度（1,852人） 

安心して子育て出来る地域だと思うか 

平成24年度・平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

安心できない理由 

平成24年度・平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標１○目標１　＞　（３）　＞　②　＞　○出産や子育てに関する情報提供や相談の場の整備がさらに必要と感じる人の割合

33.1% 

28.7% 

37.4% 

5.8% 

5.5% 

43.9% 

36.2% 

6.3% 

1.7% 

3.6% 

12.5% 

4.7% 

2.4% 

18.8% 

0.0% 

3.6% 

4.9% 

39.0% 

39.6% 

31.6% 

37.6% 

17.3% 

8.2% 

12.0% 

14.3% 

14.7% 

13.5% 

14.4% 

7.2% 

5.6% 

2.4% 

0.0% 

3.9% 

2.7% 

44.9% 

42.8% 

30.9% 

29.2% 

18.5% 

15.1% 

15.1% 

14.1% 

12.7% 

12.0% 

11.9% 

7.8% 

5.7% 

2.7% 

2.0% 

5.6% 

1.3% 

44.1% 

50.6% 

28.4% 

31.3% 

14.3% 

13.5% 

17.5% 

12.0% 

10.5% 

16.1% 

13.9% 

11.1% 

3.7% 

3.7% 

1.7% 

4.5% 

0.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子育てに理解のある職場環境の整備 

児童手当など経済的な手当の充実 

仕事の時間を短縮したり、ずらしたりする制度 

子供が病気やけがをしたときに休暇を取れる制度の

充実 

夜間・休日を問わず、子供を預けられる保育サービス

の整備 

出産・育児のために退職した人が復帰できる制度の

充実 

育児休業制度の普及 

職場内保育施設の整備 

小学生の子供を預けられるサービスの整備 

子供の遊び場環境の整備 

男女が共に子育てに携わる意識啓発 

子育て家庭の住宅環境の整備 

求職中に子供を預けられるサービスの整備 

出産や子育てに関する情報提供や相談の場の整備 

特にない 

その他 

無回答 

29年度・出産(6730人) 

29年度・子育て(6730人) 

24年度（7,827人） 

19年度（7,988人） 

※平成29年度から出産と子育てとを分けて質問 

子育てをしやすくするために必要なもの（複数回答） 

平成24年度・平成29年度（速報） 
福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標１○目標１　＞　（３）　＞　②　＞　○子育て家庭を地域で支える仕組みとサービスが充実していると考える人の割合

そう思う、ややそう思う　3.2pt増加

8.6% 

9.0% 

34.6% 

37.4% 

27.8% 

28.2% 

10.1% 

9.0% 

16.4% 

14.7% 

2.5% 

1.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度  

7,827人 

平成29

年度  

6,730人 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わな

い 
そう思わない 

わからない 

無回答 

子育て家庭を地域で支える仕組みとサービスの施策が充実していると思うか  

平成24年度・平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

そう思う,ややそう思う 

46.4% 

43.2% 
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目標２

○目標２　＞　（１）　＞　①　＞　○就学前教育が充実していると考える人の割合

○目標２　＞　（２）　＞　①　＞　○待機児童数

○目標２　＞　（２）　＞　①　＞　○保育サービス利用児童数

212,641 
223,334 

234,911 
247,513 

261,705 
277,708 34.6% 

36.0% 
37.6% 

39.3% 

41.4% 
43.4% 

25%

30%

35%

40%

45%

50%

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

24 25 26 27 28 29年度 

利
用
児
童
数
 

保育サービス利用児童数・利用率 
保育サービス利用児童数 

保育サービス利用率 

1,358 1,637 2,151 1,786 2,072 2,284 

3,487 3,883 4,046 4,089 4,447 4,498 
1,698 

1,691 
1,701 1,436 

1,485 1,446 714  
906 

774 
503 

462 358 7,257  8,117  8,672  7,814  8,466  8,586  

186,698 193,757 203,170 216,699 
230,334 247,105 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成24 25 26 27 28 29年度 

定
員
数
 

待
機
児
童
数
 

年齢別保育所待機児童数及び保育所定員数 

0歳 1歳 

2歳 3歳以上 

定員 

東京都福祉保健局少子社会対策部調べ 

※１ 利用児童数は各年4月1日現在（平成17年から平成20年までの保育室、家庭福祉員の利用児童数は 
  各年6月1日現在） 

※２ 利用率は、就学前人口に対する保育サービス利用児童数の割合 

利
用
率
 

東京都福祉保健局少子社会対策部調べ 

（人） 
（人） 

（人） 

9.0% 29.9% 27.4% 14.7% 17.4% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成29年度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無回答 

東京都の就学前教育（幼稚園、保育施設及び認定こども園に 

おける小学校就学前の子供に対する教育）の充実 

そう思う、ややそう思う 
計38.9% 

n=6,730人 

平成29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 
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目標２

○目標２　＞　（２）　＞　②　＞　○指導監査指摘数

○目標２　＞　（２）　＞　②　＞　○保育サービスの質の向上施策が充実していると思う人の割合

○目標２　＞　（２）　＞　②　＞　○子供の気持ちを尊重した保育サービスがされていると思う人の割合

はい

いいえ
無回答

URL：

254 243 237 237 

144 
117 

135 145 

100

150

200

250

300

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

実地検査施設数 

文書指摘施設数 

7.5% 

8.1% 

24.1% 

27.1% 

27.3% 

28.3% 

12.4% 

12.6% 

26.3% 

22.3% 

2.4% 

1.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年度 

平成29年度 
そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わな

い 
そう思わない 

わからない 

無回答 

保育サービスの質の向上施策が充実していると思うか 

計35.2% 

計31.6% 

はい, 85% 

はい, 86% 

はい, 87% 

12% 

12% 

11% 

2% 

1% 

1% 

1% 

1% 

1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成26年

度 

平成27年

度 

平成28年

度 
はい 

どちらともいえ

ない 
いいえ 

無回答 

子供の気持ちを尊重した対応がされているか（認可保育所） 

平成24年度・29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

公益財団法人 東京都福祉保健財団 

「東京都福祉サービス第三者評価 

評価結果情報（利用者調査結果）」より 

平成２８年度指導検査報告書 より 

指導検査 実地検査数・文書指摘数（認可保育所） 
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目標３
○目標３　＞　（１）　＞　①　＞　○小・中学生の学力テスト結果

各年度「全国学力・学習状況調査」の分析結果について（東京都教育委員会）より

１　小学校
（１）国語Ａ（知識） （２）国語Ｂ（活用）

平均正答率　※（　　）内は東京との比較 平均正答率　※（　　）内は東京との比較

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

東京 72.3 74 76 東京 66.5 60 60

70.0 73 75 65.4 58 58

（+2.3） （+1） （+1） （+1.1） （+2） （+2）

76.0 79 75 76.4 64 58

（-） （-5） （+1） （-9.9） （-4） （+2）

下位層の割合 下位層の割合
　※平成27年度以降、以下の集計は行っていない。

全国
東京
上位県

全国
東京
上位県

（３）算数Ａ（知識） （４）算数（Ｂ）（活用）

平均正答率　※（　　）内は東京との比較 平均正答率　※（　　）内は東京との比較
区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度
東京 77.4 79 81 東京 47.8 50 49

75.2 78 79 45.0 47 46

（+2.2） （+1） （+2） （+2.8） （+3） （+3）

81.2 82 78 51.5 54 47

（-3.8） （-3） （+3） （-3.7） （-4） （+2）

下位層の割合 下位層の割合
　※平成27年度以降、以下の集計は行っていない。

上位県

全国
東京
上位県

上位県
(H29政令市)

上位県
(H29政令市)

全国

上位県
(H29政令市)

全国

上位県
(H29政令市)

全国 全国

32.7%

39.5%
38.1%

29.6%

36.5% 32.9%

22.1%
20.9%

28.6%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県
39.1%

42.8%
46.4%

34.7%

38.9%

43.0%

22.1%

28.0%
26.3%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県

34.6%
30.9%

34.3%

32.7%
28.6%

31.5%

18.2%

20.0%

19.3%
15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県

35.1%
36.7% 36.8%

28.5%

33.7% 32.9%

21.4%
22.8%

23.5%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県
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目標３
２　中学校
（１）国語Ａ（知識） （２）国語Ｂ（活用）

平均正答率　※（　　）内は東京との比較 平均正答率　※（　　）内は東京との比較

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

東京 77.2 77 79 東京 67.0 69 74

75.8 76 77 65.8 67 72

（+1.4） （+1） （+2） （+1.2） （+2） （+2）

80.8 79 78 70.7 72 73

（-3.6） （-2） （+1） （-3.7） （-3） （+1）

下位層の割合 下位層の割合
　※平成27年度以降、以下の集計は行っていない。

国語A
全国
東京
上位県

国語B
全国
東京
上位県

（３）数学Ａ（知識） （４）数学Ｂ（活用）

平均正答率　※（　　）内は東京との比較 平均正答率　※（　　）内は東京との比較
区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度
東京 66.3 64 66 東京 44.0 46 50

64.4 62 65 41.6 44 48

（+1.9） （+2） （+1） （+2.4） （+2） （+2）

68.4 69 65 46.9 51 49

（-2.1） （-5） （+1） （-2.9） （-5） （+1）

下位層の割合 下位層の割合
　※平成27年度以降、以下の集計は行っていない。

上位県

全国
東京
上位県

上位県
(H29政令

市)

上位県
(H29政令

市)

全国 全国

上位県
(H29政令

市)

上位県
(H29政令

市)

全国 全国

29.3% 29.3%

28.2%
28.3%

27.0% 25.2%

18.4%

17.4%
18.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県 31.9%

34.9%

47.7%

31.3%

31.7%

43.8%

18.9%

23.6%

39.5%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県

43.1%

38.3%
36.6%

42.9%

35.5% 33.7%

31.5%
29.2%

26.8%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県

40.1%

43.6%

41.7%

40.0% 41.4%
38.6%

30.1%
32.8% 32.5%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成21年度 平成25年度 平成26年度

全国

東京

上位県
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目標３
○目標３　＞　（１）　＞　②　＞　○小・中学生の体力、運動能力調査結果

21
22
24
25
26
27
28
29

平成29年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果  第3章基礎集計   都道府県別
集計 から東京都データ転載　（H28までは　第３章基礎集計　　Ⅰ小学校児童の結果１）
http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/kodomo/zencyo/1401184.htm

順位は、平成２９年度東京都結果　資料２ページ目　右上の表（小５　男子・女子）
http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/2018/02/22/17.html

※体力合計点とは、各テスト項目に係る得点を合計した点数の平均値

【全国体力・運動能力、運動習慣等調査】　（中学校）

20
21
22
24
25
26
27
28
29

平成29年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果  第3章基礎集計   都道府県別集計 
から東京都データ転載　（H28までは　第３章基礎集計　　Ⅱ中学校生徒の結果１）
http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/kodomo/zencyo/1401184.htm

順位は、平成２９年度東京都結果　資料２ページ目　右上の表（中２　男子・女子）
http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/2018/02/22/17.html

54.12 53.54 
53.90 

54.19 54.34 

54.74 

55.21 55.25 

55.80 
56.03 

18 

18 

22 

18 

20 

25 

23 

27 

18 

20 

15

17

19

21

23

25

27

2952.5

53

53.5

54

54.5

55

55.5

56

56.5

25 26 27 28 29

都
道
府
県
順
位
 

体
力
合
計
点
平
均
 

年度 

全国体力調査（小学校） 

小学校男子体力合計点平均 

小学校女子体力合計点平均 

小５男子都道府県順位 

小５女子都道府県順位 

39.50  39.71  39.88 40.67 40.92 

46.21  46.73  47.40 
48.32 49.01 

47 
46 

47 

43 
41 44 

45 

43 

41 

39 

30

32

34

36

38

40

42

44

46

48

500.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

55.00

25 26 27 28 29

都
道
府
県
順
位
 

体
力
合
計
点
平
均
 

年度 

全国体力調査（中学校） 

中学校男子体力合計点平均 

中学校女子体力合計点平均 

中２男子都道府県順位 

中２女子都道府県順位 

スポーツ庁 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

スポーツ庁 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
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目標３
○目標３　＞　（１）　＞　③　＞　○子供の生きる力をはぐくむ環境の整備施策が充実していると思う人の割合

○目標３　＞　（２）　＞　①　＞　○若者の社会的自立の促進施策が充実していると思う人の割合

○目標３　＞　（２）　＞　②　＞　○若年無業者の割合

8.4% 

8.2% 

22.0% 

24.9% 

29.3% 

28.4% 

15.2% 

12.4% 

22.6% 

24.6% 

2.5% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

平成29

年度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無回答 

子供の生きる力をはぐくむ環境の整備施策が充実していると思うか 

平成24年度・29年度（速報）福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

計30.4% 

計33.1% 

7.4% 

6.3% 

14.1% 

16.5% 

28.4% 

28.6% 

18.9% 

13.3% 

28.9% 

33.6% 

2.3% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

平成29

年度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無回答 

若者の社会的自立の促進施策が充実していると思うか 

平成24年度・29年度（速報）福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

計22.8% 

計21.5% 

（単位　千人、％）

総数 男 女 総数 男 女

１５～３４歳人口 3,258 1,667 1,591 27,114 13,794 13,321
若年無業者 63 37 25 617 373 245

非求職者 32 20 12 286 177 109
非就業希望者 31 17 14 322 195 136

１５～３４歳人口 3,410 1,760 1,650 30,567 15,548 15,019
若年無業者 61 37 24 633 395 238

非求職者 29 18 11 302 194 108
非就業希望者 32 19 13 331 201 130

１５～３４歳人口 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
若年無業者 1.9 2.2 1.6 2.3 2.7 1.8

非求職者 1.0 1.2 0.7 1.1 1.3 0.8
非就業希望者 1.0 1.0 0.9 1.2 1.4 1.0

１５～３４歳人口 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
若年無業者 1.8 2.1 1.5 2.1 2.5 1.6

非求職者 0.8 1.0 0.7 1.0 1.2 0.7
非就業希望者 0.9 1.1 0.8 1.1 1.3 0.9

注１）「若年無業者」は、「非求職者」及び「非就業希望者」の合計である。
注２）構成比は、すべて「１５～３４歳人口」に対するものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「都民の就業構造　平成２４年就業構造基本調査報告」表６－３より

若年無業者数

東京都 全国

実数

構成比

２４年

１９年

２４年

１９年

区分
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目標３
○目標３　＞　（２）　＞　②　＞　○小・中学校の不登校者の割合

○小・中学校の不登校児童・生徒数の推移
校種
小学校

中学校

計

○目標３　＞　（２）　＞　②　＞　○都内公立高等学校の長期欠席者の割合

1,481  
1,710  1,728  

3,682  3,664  3,855  

5,163  5,374  5,583  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

26年度 27年度 28年度 

人
数
 

長期欠席者数推移・出現率 全日制 

定時制 

計 

東京都教育委員会「平成28年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より 
出現率は長期欠席者数/生徒総数×100 

3.97 

内は出現率(%) 

303人,8.23% 

340人,9.28% 

270人,7.00% 

390人,26.33% 

403人,23.57% 

416人,24.07% 

2.85% 

2.70% 

2.65% 

0.68% 

0.53% 

0.98% 

2662人,72.30% 

2579人,70.39% 

2762人,71.65% 

870,人,58.74% 

1031人,60.29% 

927人,53.65% 

16.62% 

17.63% 

18.70% 

14.25% 

15.61% 

21.30% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26年度 

27年度 

28年度 

26年度 

27年度 

28年度 

病気 経済的理由 不登校 その他 長期欠席理由別推移 

東京都教育委員会「平成28年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より 
グラフは長期欠席者数に占める割合（該当者数／長期欠席者数×100） 

2,565  2,731  2,944  

7,514  7,887  8,442  

10,079  10,618  
11,386  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

26年度 27年度 28年度 

人
数
 

小・中学校の不登校児童・生徒数の推移・出現率（公立） 小学校 

中学校 

計 

東京都教育委員会「平成28年度における児童・生徒の問題行動・不登校等の実態について」より 
出現率は不登校児童・生徒数/児童・生徒総数×100 

内は出現率(%) 

0.46 0.49 0.52 

3.17 
3.33 

3.60 
1.27 

1.33 
1.42 

30.7

1.35 

3.84 

28.3

1.35 1.18 

27.3

3.71 

全
日
制

 

定
時
制
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目標３
○目標３　＞　（３）　＞　①　＞　○小学生の子供を預けられるサービスの整備がさらに必要だと思う人の割合

44.1% 

50.6% 

28.4% 

31.3% 

14.3% 

13.5% 

17.5% 

12.0% 

10.5% 

16.1% 

13.9% 

11.1% 

3.7% 

3.7% 

1.7% 

4.5% 

0.9% 

44.9% 

42.8% 

30.9% 

29.2% 

18.5% 

15.1% 

15.1% 

14.1% 

12.7% 

12.0% 

11.9% 

7.8% 

5.7% 

2.7% 

2.0% 

5.6% 

1.3% 

39.0% 

39.6% 

31.6% 

37.6% 

17.3% 

8.2% 

12.0% 

14.3% 

14.7% 

13.5% 

14.4% 

7.2% 

5.6% 

2.4% 

0.0% 

3.9% 

2.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子育てに理解のある職場

環境の整備 

児童手当など経済的な手

当の充実 

仕事の時間を短縮したり、

ずらしたりする制度 

子供が病気やけがをしたと

きに休暇を取れる制度… 

夜間・休日を問わず、子供

を預けられる保育サービ… 

出産・育児のために退職し

た人が復帰できる制度… 

育児休業制度の普及 

職場内保育施設の整備 

小学生の子供を預けられる

サービスの整備 

子供の遊び場環境の整備 

男女が共に子育てに携わ

る意識啓発 

子育て家庭の住宅環境の

整備 

求職中に子供を預けられる

サービスの整備 

出産や子育てに関する情

報提供や相談の場の整備 

特にない 

その他 

無回答 

29年度・子育て(6730人) 

24年度（7,827人） 

19年度（7,988人） 

平成24年度・平成29年度（速報） 
福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

子育てをしやすくするために必要なもの（複数回答） 
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目標３
○目標３　＞　（３）　＞　①　＞　○就学後の子供を放課後や長期休暇中預かってくれるところをさらに

          　整備してほしいと思う人の割合

その他
特にない
無回答

H24年度：報告書（統計編）第３部子育てに関する実態と意識　第６章地域における子育て

　　　　　（ｸﾛｽ表6-1・2父母別）

H29年度（速報）：　×父母別のデータは速報ではなし。

母

その他
特にない
無回答

H24年度：報告書（統計編）第３部子育てに関する実態と意識　第６章地域における子育て

　　　　　（ｸﾛｽ表6-1・2父母別）

H29年度（速報）：　×父母別のデータは速報ではなし。

26.2% 

27.1% 

32.8% 

27.2% 

5.4% 

17.9% 

19.9% 

67.4% 

0.0% 

6.4% 

4.5% 

1.5% 

24.8% 

28.9% 

26.7% 

34.3% 

4.8% 

14.6% 

24.6% 

57.5% 

6.7% 

7.5% 

6.4% 

1.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

駅や劇場などの民間施設の授乳コーナーやベビールーム 

子連れでも楽に利用でき、オムツ替えの場所がある公衆ト

イレ 

段差のない歩道や駅などのバリアフリー 

子供が泣いても周囲の目を気にすることなく利用できる電

車車両 

両親が参加できる子育て学級 

夜間・休日を問わず、気軽に相談できるところ 

就学後の子供を、放課後や長期休暇中に預かってくれると

ころ 

子供が安全に遊ぶことができる公園 

中高生向けの児童館 

その他 

特にない 

無回答 

24年度（3,514人） 

19年度（3,634人） 

子育てをしていく上で整備してほしいもの［複数回答］ 父 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

28.5% 

30.5% 

44.3% 

28.5% 

2.6% 

11.9% 

33.4% 

61.4% 

0.0% 

6.8% 

1.7% 

1.4% 

27.5% 

27.4% 

37.9% 

39.7% 

2.1% 

12.3% 

37.8% 

50.7% 

10.6% 

8.5% 

2.6% 

1.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

駅や劇場などの民間施設の授乳コーナーやベビールーム 

子連れでも楽に利用でき、オムツ替えの場所がある公衆ト

イレ 

段差のない歩道や駅などのバリアフリー 

子供が泣いても周囲の目を気にすることなく利用できる電

車車両 

両親が参加できる子育て学級 

夜間・休日を問わず、気軽に相談できるところ 

就学後の子供を、放課後や長期休暇中に預かってくれると

ころ 

子供が安全に遊ぶことができる公園 

中高生向けの児童館 

その他 

特にない 

無回答 

24年度（4,313人） 

19年度（4,354人） 

子育てをしていく上で整備してほしいもの［複数回答］ 母 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標４

○目標４　＞　（１）　＞　①　＞　○虐待通告総件数、そのうちの近隣・知人からの通告数、割合

H28警察からの通告が増（面前ＤＶ（心理的虐待）を含め積極的に通知する方針）

年度
H25
H26
H27
H28
H29

※上記表を文字コピーし、割合のみの表に加工

13.6% 9.8% 9.1% 8.9% 9.8% 

35.8% 
29.3% 28.3% 23.9% 21.8% 

1.9% 

1.7% 1.4% 
1.2% 1.4% 

13.7% 

9.3% 
6.2% 

5.2% 4.2% 

4.3% 

3.2% 
2.4% 

2.1% 2.1% 

8.0% 

18.2% 29.6% 37.7% 41.8% 

6.7% 

5.0% 
4.0% 3.7% 3.3% 

15.9% 
23.5% 19.1% 17.5% 15.5% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H25 H26 H27 H28 H29

その他 

学校等 

警察等 

医療機関 

子供家庭支援センター 

児童本人 

近隣・知人 

家族・親戚 

738 769 901 1113 1342 

1,938 2,286 2,801 
2,980 2,993 

102 
133 

136 
145 

742 
728 

616 
644 578 

232 
251 

237 
257 286 

435 

1421 

2938 

4713 
5735 

364 

392 

392 

459 

452 

863 

1834 

1888 

2183 

2129 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

H25 H26 H27 H28 H29

その他 

学校等 

警察等 

医療機関 

子供家庭支援セン

ター 

児童本人 

近隣・知人 

家族・親戚 

被虐待児童 相談経路別 相談対応状況 （人） 

事業概要 2017年（平成29年）版  

東京都児童相談所 より 

被虐待児童 相談経路別 相談対応状況 相談経路別割合 

事業概要  
2017年（平成29年）版  

東京都児童相談所 より 

5,414 

7,814 

9,909 

12,494 

13,707 
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目標４

○目標４　＞　（１）　＞　①　＞　○虐待通告義務の認知度

○目標４　＞　（１）　＞　②　＞　○児童虐待防止対策に関する施策が充実していると思う人の割合

8.8% 

7.4% 

15.2% 

16.5% 

27.2% 

27.9% 

16.0% 

12.5% 

30.4% 

34.0% 

2.3% 

1.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年

度 

平成29年

度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思

わない 
そう思わない 

わからない 

無回答 

児童虐待防止対策に関する施策が充実していると思うか 

26.9% 22.8% 

48.3% 
45.0% 

23.8% 
30.3% 

0.9% 2% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

23年度（6,264人） 28年度（5,944人） 

無回答 

知らない 

通告先は知らないが、通告義

務があることは知っている 

通告義務があることを、通告

先含め知っている 

虐待通告義務の認知度 

平成28年度福祉保健基礎調査 

「都民の生活実態と意識」より 

平成24年度・29年度（速報）福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

23.9% 

24.0% 
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目標４

○目標４　＞　（２）　＞　①　＞　○社会的養護に占める家庭的養護の割合、児童養護施設・乳児院の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小規模化の割合

31.0% 

46.0% 

23.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

26年度（507人） 

その他ユニット（１３人以上） 

その他ユニット（７～１2人） 

小規模ユニット（４～６人） 

乳児院の小規模化の状況 

24.6% 

49.7% 

12.8% 

12.9% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

26年度（3,214人） 

小規模以外 

本体施設（15名以下ユニット） 

本体施設（8名以下ユニット） 

グループホーム（都型・国型） 

児童養護施設の小規模化の状況 

2,264 2,258 2,247 2,227 2,162 

436 450 424 415 422 

790 808 832 844 886 

66 73 82 83 81 
371 372 398 419 459 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成25年度 

3,927人 

平成26年度 

3,961人 

平成27年度 

3,983人 

平成28年度 

3,988人 

平成29年度 

4,010人 

養育家庭等 

ファミリーホーム 

グループホーム 

乳児院 

児童養護施設（本

園） 

家
庭
的
養
護 

施
設
養
護 

35.6% 

「福祉保健局調べ」 

社会的養護の下で育つ児童数の推移 

「東京都社会的養護施策推進計画」より 

156人 

233人 

118人 

1,598人 

790人 

411人 

415人 

（人） 

「東京都社会的養護施策推進計画」より 

33.8 32.9 31.6 31.2 

20 



目標４

○目標４　＞　（２）　＞　②　＞　○施設等の指導・支援、進路相談について満足している退所児童

○目標４　＞　（３）　＞　①　＞　○母子自立支援員制度の認知率（平成２６年度から　母子・父子自立支援員）

41.8% 44.9% 

31.8% 
36.1% 

19.2% 11.5% 
4.1% 4.9% 
3.0% 2.6% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

23年度（660人） 28年度（615人） 

まったく役立たなかった 

あまりやくだたなかった 

どちらともいうえない 

少し役立った 

大いに役立った 

施設生活で経験したことが、社会生活への準備に役立ったか 

29.8% 30.9% 

35.2% 38.7% 

28.8% 24.3% 

3.5% 3.6% 
2.7% 2.5% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

23年度（628人） 28年度（615人） 

非常に不満である 

やや不満である 

どちらとも言えない 

ほぼ満足している 

大変満足している 

退所に向けた施設の指導や支援についてどのように感じているか 

3.2% 41.3% 23.8% 14.3% 

0.0% 

17.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

ある 

必要がない 

制度を知らなかった 

利用要件を満たして

いない 
その他 

無回答 

母子自立支援員への相談の有無 ［父子家庭（６３世帯）］ 

ない 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

「東京都における児童養護施設等 
退所者へのアンケート調査報告書」より 

「東京都における児童養護施設等 
退所者へのアンケート調査報告書」より 

ある ない 

81.0% 
73.6% 

69.6% 
65.0% 
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目標４

○目標４　＞　（３）　＞　①　＞　○東京都ひとり親家庭支援センターの認知率

8.6% 40.5% 37.7% 

4.0% 1.2% 

8.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

ある 

必要がない 

制度を知らなかっ

た 
利用要件を満たし

ていない 
その他 

無回答 

母子自立支援員への相談の有無 ［母子世帯（６０７世帯）］ 

ない 

4.8% 38.1% 30.2% 11.1% 

0.0% 

15.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

ある 

必要がない 

制度を知らなかった 

利用要件を満たしていない 

その他 

無回答 

東京都ひとり親家庭支援センターの利用の有無 ［父子家庭（６３世帯）］ 

3.1% 36.7% 48.1% 

3.6% 
1.2% 

7.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24

年度 

ある 

必要がない 

制度を知らなかった 

利用要件を満たしていない 

その他 

無回答 

東京都ひとり親家庭支援センターの利用の有無 ［母子世帯（６０７世帯）］ 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

平成24年度福祉保健基礎調査 
「東京の子供と家庭」より 

ある ない 
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目標４

○目標４　＞　（３）　＞　②　＞　○夜間・休日を問わず、子供を預けられる保育サービスの整備、
　小学生の子供を預けられるサービスの整備、子育て家庭の住宅環境の整備を必要と感じる人の割合

3.2% 

4.8% 

11.3% 

3.2% 

3.2% 

11.3% 

0.0% 

8.1% 

21.0% 

8.1% 

8.1% 

4.8% 

25.8% 

24.2% 

24.2% 

45.2% 

35.5% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

無回答 

その他 

特にない 

出産や子育てに関する情報提供や相談の場の整備 

求職中に子供を預けられるサービスの整備 

子育て家庭の住宅環境の整備 

男女が共に子育てに携わる意識啓発 

子供の遊び場環境の整備 

小学生の子供を預けられるサービスの整備 

職場内保育施設の整備 

育児休業制度の普及 

出産・育児のために退職した人が復帰できる制度の充実 

夜間・休日を問わず、子供を預けられる保育サービスの整備 

子供が病気やけがをしたときに休暇を取れる制度の充実 

仕事の時間を短縮したり、ずらしたりする制度 

児童手当など経済的な手当の充実 

子育てに理解のある職場環境の整備 

24年度 父子世帯 （62人） 

2.5% 

2.2% 

2.5% 

1.8% 

7.0% 

9.3% 

9.5% 

4.5% 

11.5% 

13.0% 

14.5% 

12.8% 

18.0% 

38.2% 

30.2% 

42.0% 

51.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答 

その他 

特にない 

出産や子育てに関する情報提供や相談の場の整備 

求職中に子供を預けられるサービスの整備 

子育て家庭の住宅環境の整備 

男女が共に子育てに携わる意識啓発 

子供の遊び場環境の整備 

小学生の子供を預けられるサービスの整備 

職場内保育施設の整備 

育児休業制度の普及 

出産・育児のために退職した人が復帰できる制度の充実 

夜間・休日を問わず、子供を預けられる保育サービスの整備 

子供が病気やけがをしたときに休暇を取れる制度の充実 

仕事の時間を短縮したり、ずらしたりする制度 

児童手当など経済的な手当の充実 

子育てに理解のある職場環境の整備 

24年度母子世帯（600人） 

子育てをしやすくするために必要なもの［複数回答 ］ 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

子育てをしやすくするために必要なもの［複数回答 ］ 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標４

○目標４　＞　（３）　＞　③　＞　○仕事について困っている人の割合

H29年度（速報）：×速報では、父子・母子別はなし。

父子・母子合わせての割合は、速報　調査票①　ｐ24　問７－１【現在】

第2章

○表４－９　ひとり親世帯になって困っていること（父子家庭）

平成14年度
平成19年度
平成24年度

55.1% 

31.8% 24.0% 

7.7% 

16.8% 

40.7% 

13.3% 

60.0% 

27.0% 
22.3% 

5.1% 

20.1% 

42.5% 

6.6% 

72.6% 

39.4% 

24.5% 

4.2% 

21.4% 

52.8% 

0.0% 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

家計 住居 健康 特にない 

割
合
 

ひとり親世帯になって困っていること（母子家庭） 
平成14年度 

平成19年度 

平成24年度 

仕事 

家計 住居 

家事 子供の教育 

特にない 

20.5% 
26.9% 

10.3% 

34.6% 

15.4% 

34.6% 

19.2% 
22.9% 

25.0% 

8.3% 

35.4% 

14.6% 

58.3% 

6.3% 

26.7% 30.0% 

6.7% 

46.7% 

13.3% 

70.0% 

0.0% 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

家計 住居 健康 特にない 

割
合
 

ひとり親世帯になって困っていること（父子家庭） 
平成14年度 

平成19年度 

平成24年度 

家事 

健康 

子供の教育 

特にない 

仕事 

平成24年度福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」より 

平成24年度福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」より 
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目標４

○目標４　＞　（３）　＞　③　＞　○収入が良くないことを理由に転職を希望する人の割合

○目標４　＞　（５）　＞　①　＞　○小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の認知度

0.6% 

6.9% 

0.0% 

0.0% 

17.3% 

12.7% 

15.6% 

13.9% 

27.2% 

58.4% 

67.6% 

0.4% 

7.6% 

3.1% 

7.2% 

10.3% 

10.8% 

11.2% 

11.2% 

18.8% 

61.9% 

65.0% 

3.1% 

9.9% 

3.1% 

10.7% 

6.1% 

13.7% 

9.9% 

12.2% 

22.1% 

59.5% 

59.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

無回答 

その他 

親の介護 

子供の健康・教育上の理由 

健康がすぐれない 

仕事の内容が良くない 

職場環境が合わない 

勤め先が自宅から遠い 

労働時間が合わない 

将来が不安 

収入が良くない 

平成29年度 

平成24年度 

平成19年度 

平成24年度・平成29年度（速報） 
福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

6.2% 

27.3% 

89.1% 

72.4% 

4.7% 

0.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度 

2,579人 

平成29年度 

1,169人 

知っていた 

知らなかった 

無回答 

n=13

n=22

n=17

福祉保健局調べ 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　①　＞　○家庭生活との調和がとれた職場づくりの推進に関する

 　　　　　施策が充実していると思う人の割合

○目標５　＞　（１）　＞　①　＞　○女性の有業率

6.4% 

7.1% 

15.3% 

17.2% 

33.1% 

32.9% 

21.5% 

22.3% 

21.1% 

18.6% 

2.5% 

1.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年

度 

平成29年

度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無回答 

（単位　千人　％）

　　　　　　　区分 昭和57年 62年 平成4年 9年 14年 19年 24年

総数 9,397 9,898 10,184 10,301 10,749 11,254 11,727
男 4,717 4,970 5,101 5,121 5,327 5,578 5,763
女 4,680 4,928 5,083 5,180 5,423 5,677 5,963

総数 5,893 6,221 6,635 6,677 6,654 7,149 7,328
男 3,713 3,881 4,047 4,011 3,949 4,206 4,217
女 2,180 2,340 2,588 2,667 2,705 2,943 3,112

総数 8.5 5.6 6.7 0.6 △ 0.3 7.4 2.5
男 6.6 4.5 4.3 △ 0.9 △ 1.5 6.5 0.3
女 11.9 7.3 10.6 3.1 1.4 8.8 5.7

総数 62.7 62.9 65.2 64.8 61.9 63.5 62.5
男 78.7 78.1 79.3 78.3 74.1 75.4 73.2
女 46.6 47.5 50.9 51.5 49.9 51.8 52.2

有業者に占める女性の割合 37.0 37.6 39.0 39.9 40.7 41.2 42.5

「平成24年　都民の就業構造」表1-2より

表　15歳以上人口の有業者数及び有業率の推移

15歳以上人口

有業者

有業者増減率

有業率

78.7 78.1 79.3
78.3 74.1 75.4 73.2

46.6 47.5
50.9 51.5 49.9 51.8 52.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

昭和57年 62年 平成4年 9年 14年 19年 24年

女（有業者数）

男（有業者数）

男（有業率）

女（有業率）

千人（有業者数） ％（有業率）

15歳以上人口の有業者数及び有業率の推移

「平成24年 都民の就業構造」図1-1より

家庭生活との調和がとれた職場づくりの推進に関する施策が充実していると思うか 

平成24年度・29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 計24.3% 

計21.7% 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　①　＞　○男性の育児休業制度利用者

25
26
27
28
29

○表２－７　育児休業取得率【女性】
【東京都男女雇用平等参画状況調査】男女雇用平等参画状況調査結果（東京都）

○目標５　＞　（１）　＞　①　＞　【参考資料】総労働時間（男性・女性）、パートタイム労働者比率、
         所定外労働時間

1.72% 
3.02% 

4.49% 

7.44% 

12.30% 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

25 26 27 28 29

育
児
休
業
取
得
率
 

年度 

育児休業取得率【男性】 

93.4% 93.6% 
93.3% 

94.1% 
93.9% 

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

25 26 27 28 29

育
児
休
業
取
得
率
 

年度 

育児休業取得率【女性】 

・東京都産業労働局 「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書（調査の概要とポイント）」 より 
  ※平成24年度はデータなし 

・育児休業取得率：過去1年間に配偶者が出産した男性のうち、育児休業を取得した者の割合 

181.0 184.1 182.4 172.8 174.0 

90.3 92.7 87.6 85.2 82.8 

1898.4 1890.3 1882.8 1868.4 1872.0 

1534.5 1523.9 1506.0 1501.2 1496.4 

1717.3 1706.2 1700.4 1695.6 
1698.0 

1444.2 1431.2 1418.4 1416.0 1413.6 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

所定外労働時間

（男） 

所定外労働時間

（女） 

総実労働時間（男） 

総実労働時間（女） 

総実労働時間・所定内労働時間・所定外労働時間（事業所規模５人以上） 
（時間） 

東京都の賃金、労働時間及び 
雇用の動き（毎月勤労統計調査）  
集計結果 年報 第６－１表より 

・東京都産業労働局 「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書（調査の概要とポイント）」 より 
  ※平成24年度はデータなし 

・育児休業取得率：過去1年間に出産した女性のうち、育児休業を取得した者の割合 
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目標５

23.3 23.7 24.5 24.7 24.9 

1976.4 1971.6 1968.0 1956.0 1960.8 

1018.8 1004.4 996.0 992.4 978.0 

0

10

20

30

40

50

60

70

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

パートタイム労働

者比率(%) 
一般労働者 

パートタイム労働

者 

総実労働時間・パートタイム労働者比率（事業所規模５人以上） 

東京都の賃金、労働時間及び 
雇用の動き（毎月勤労統計調査）  
集計結果 年報 第７－１表、第 
１０－１表より 

（時間） 

（％） 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　②　＞　○子供と一緒に過ごす時間

0.3% 

0.4% 
1.2% 

4.1% 

7.6% 

13.0% 
19.5% 52.6% 

1.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２４年度 母

（4,313人）平日 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

7.4% 14.3% 0.193 21.8% 18.3% 10.4% 

4.5% 
3.0% 

0.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２４年度 父

（3,514人）平日 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

子供と一緒に過ごす時間（父 平日） 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

子供と一緒に過ごす時間（母 平日） 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

0.8% 

0.6% 1.5% 
3.8% 

6.1% 

5.9% 

8.3% 

69.3% 

3.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２４年度 父

（3,514人）休日 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

子供と一緒に過ごす時間（父 休日） 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標５

0.3% 
0.1% 

0.4% 0.6% 1.5% 
2.4% 

3.5% 

86.9% 

4.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２４年度 母

（4,313人）休日 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

子供と一緒に過ごす時間（母 休日） 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　②　＞　○夫婦のコミュニケーション

40.5% 

32.4% 

18.5% 

18.5% 

52.2% 

39.2% 

44.9% 

33.2% 

37.2% 

44.9% 

37.1% 

37.1% 

33.4% 

39.4% 

37.8% 

42.6% 

16% 

15% 

30% 

30% 

8% 

14% 

11% 

16% 

1.7% 

3.3% 

9.9% 

9.9% 

2.3% 

3.1% 

2.6% 

4.2% 

4.2% 

4.3% 

4.4% 

4.4% 

4.3% 

4.4% 

4.5% 

4.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夕食を一緒にとる 

買い物に一緒に行く 

趣味について話し合う 

旅行に出かける 

帰宅時間や週の予定について話す 

その日にあったことについて話し合う 

休日の過ごし方について話し合う 

心配事や悩み事を相談する 

よくある 

ときどきある 

ほとんどない 

全くない 

無回答 

平成29年度（6,193人） 

39.3% 

31.9% 

18.0% 

13.9% 

50.6% 

38.2% 

43.0% 

32.5% 

38.5% 

47.3% 

38.0% 

46.3% 

34.6% 

41.7% 

39.8% 

44.5% 

17% 

15% 

32% 

26% 

9% 

13% 

11% 

16% 

2.0% 

3.1% 

9.1% 

10.2% 

2.7% 

3.4% 

3.1% 

4.2% 

3.3% 

3.2% 

3.2% 

3.4% 

3.4% 

3.2% 

3.4% 

3.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夕食を一緒にとる 

買い物に一緒に行く 

趣味について話し合う 

旅行に出かける 

帰宅時間や週の予定について話す 

その日にあったことについて話し合う 

休日の過ごし方について話し合う 

心配事や悩み事を相談する 

よくある 

ときどきある 

ほとんどない 

全くない 

無回答 

平成24年度（7,165人） 

夫婦のコミュニケーション 平成２９年度 

平成29年度福祉保健基礎調査（速報） 

「東京の子供と家庭」より 

夫婦のコミュニケーション 平成２４年度 

平成24年度福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　②　＞　○夫婦の会話時間

4.3% 

4.1% 

24.0% 

25.3% 

27.6% 

27.3% 

20.2% 

22.2% 

11.2% 

10.5% 

5.4% 

4.5% 

1.8% 

1.7% 

2.1% 

1.8% 

3.4% 

2.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度（7,165

人） 

平成29年度（6,193

人） 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

1.4% 

1.5% 

6.9% 

7.2% 

12.0% 

11.8% 

17.6% 

17.4% 

15.3% 

15.8% 

8.9% 

9.7% 

7.3% 

7.1% 

25.0% 

25.1% 

5.7% 

4.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度（7,165

人） 

平成29年度（6,193

人） 

ほとんどない 

30分未満 

1時間未満 

2時間未満 

3時間未満 

4時間未満 

5時間未満 

5時間以上 

無回答 

夫婦の会話時間 平日 

夫婦の会話時間 休日 

平成24年度・29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 

平成24年度・29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 

「東京の子供と家庭」より 
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目標５

○目標５　＞　（１）　＞　②　＞　○家事分担割合の理想と現実のギャップ

○目標５　＞　（２）　＞　①　＞　○福祉犯罪の子供の被害者数

11 11 5 11 11 

91 87 95 
112 

87 

229 
176 

203 160 226 

5 

3 
7 

9 

4 

14 

18 22 14 

21 41 

53 
36 

33 

34 

0

100

200

300

400

500

H25 H26 H27 H28 H29

少年の福祉を害する犯罪の被害少年人員 

無職少年 

有職少年 

大学生その他学生 

高校生 

中学生 

小学生 

未就学児 

警視庁統計 第105表 「少年の福祉を害する犯罪の法令別送致状況及び被害少年の学職別人員」 より 

3.8% 

0.2% 

0.8% 

1.8% 

1.3% 

1.4% 

6.7% 

5.6% 

17.2% 

30.2% 

26.6% 

4.5% 

3.9% 

0.1% 

0.3% 

1.3% 

1.6% 

2.3% 

27.1% 

21.7% 

24.1% 

12.3% 

4.0% 

1.3% 

0% 10% 20% 30% 40%

無回答 

10：0 

9：1 

8：2 

7：3 

6：4 

5：5 

4：6 

3：7 

2：8 

1：9 

0：10 

 夫婦の家事・育児分担の割合 

            （理想と現実・夫） 

理想 

現実 

3.7% 

4.7% 

29.7% 

29.9% 

17.7% 

7.8% 

4.5% 

0.5% 

0.7% 

0.5% 

0.2% 

0.1% 

3.7% 

0.3% 

2.2% 

11.2% 

28.7% 

30.5% 

20.7% 

1.2% 

0.9% 

0.2% 

0.1% 

0.2% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

無回答 

10：0 

9：1 

8：2 

7：3 

6：4 

5：5 

4：6 

3：7 

2：8 

1：9 

0：10 

 夫婦の家事・育児分担の割合 

            （理想と現実・妻） 
理想 

現実 

自分：配偶者 自分：配偶者 

平成24年度福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」より 平成24年度福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」より 

391 

351 369 
341 

386 
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目標５

○目標５　＞　（２）　＞　①　＞　○児童ポルノ被害児童数と自画撮り被害の状況

平成26年度までは、「福祉犯罪（性的被害）による保護状況」という統計であったが、平成27年度から
福祉犯における被害少年（学識別）と、児童ポルノ事犯の「自画撮り被害に遭った児童の推移」の統計になった

※福祉犯罪…少年の心身に有害な影響を与え、健全な育成を阻害する犯罪。具体的には
　　　　　　　　　児童買春、風俗営業、飲酒喫煙、薬物使用などを指す。

46  

52  

45  

59  

48  

30

40

50

60

平成25 26 27 28 29

被
害
児
童
数
 

児童ポルノ被害児童数の推移 

警視庁 少年非行の傾向 より 

自画撮り被害, 

37.5% 

児童買春・淫行行

為, 22.9% 
盗撮, 20.8% 

強姦・強制わいせ

つ, 8.3% 

その他, 10.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被害態様別割合（平成29年） 
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目標５

○目標５　＞　（２）　＞　②　＞　○子供をインターネット等の有害な情報や薬物・非行・犯罪等から
　　　　　　　守る取組が充実していると思う人の割合

○目標５　＞　（２）　＞　③　＞　○携帯電話等のフィルタリングの利用率

高校生

中学生
小学生

43.5% 

54.3% 

46.0% 

30.8% 

11.5% 

9.6% 

25.5% 

33.6% 

42.5% 

0.2% 

0.6% 

1.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校生 

中学生 

小学生 

フィルタリングの利用率（平成26年） 
付いている 

付いていない 

分からない 

無回答 

警視庁 「子供の携帯電話やインターネット利用について考えてみませんか！！ 
（平成26年アンケート調査の結果から）」より 

8.8% 

7.9% 

18.4% 

20.8% 

24.3% 

24.9% 

15.4% 

13.3% 

30.6% 

31.4% 

2.5% 

1.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年

度 

平成29年

度 

そう思う 

ややそう思う 

あまりそう思

わない 

そう思わない 

わからない 

無回答 

子供をインターネット等の有害な情報や薬物・非行・犯罪等から守る取組が充実していると思うか 

平成24年度・29年度（速報） 

福祉保健基礎調査 
計28.7% 

計27.2% 

35 



目標５

○子供の携帯電話やｲﾝﾀｰネット利用の家庭でのルールがある

小学生

中学生
高校生

58.2% 

53.1% 

26.8% 

67.9% 
72.6% 

59.8% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

小学生 中学生 高校生 

家庭でのルールが有る（平成27年） 少年 

保護者 

警視庁 「子供の携帯電話やインターネット利用について 
（平成27年アンケート調査の結果から）」より 
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目標５

○目標５　＞　（３）　＞　①　＞　○交通事故の死傷者数

交通事故の死傷者数

○目標５　＞　（３）　＞　①　＞　○日常生活の事故数

http://www.tfd.metro.tokyo.jp/lfe/topics/201710/nichijoujiko/index.html

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

救急搬送データからみる日常生活の事故の実態　第3部２（１）平成２８年　p47
　東京消防庁
http://www.tfd.metro.tokyo.jp/lfe/topics/201710/nichijoujiko/index.html

799 727 655 668 659 
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3500
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数
 

交通事故の死傷者数 
中学生 

小学生 

幼児 

警視庁統計 

8,840 
9,306 9,629 9,829 9,990 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

0歳～5歳 救急搬送人員（人） 

1,802 

2,570 

2,020 

1,635 

1,070 
893 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 

平成28年 年齢別救急搬送人員（人） 

救急搬送データからみる日常生活の事故の実態 平成２８年 東京消防庁 図3－32より 

救急搬送データからみる日常生活の事故の実態 平成２８年 東京消防庁 図3－33より 
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目標５

医療施設
その他

救急搬送データからみる日常生活の事故の実態　第3部２（１）平成２８年　p48
　東京消防庁
http://www.tfd.metro.tokyo.jp/lfe/topics/201710/nichijoujiko/index.html6,998 

1,116 

675 

673 
315 

71 41 
101 住宅等居住場所 

道路・交通施設 

公園・遊園地・運動場等 

店舗・遊戯施設等 

学校・児童施設等 

会社・公共施設等 

医療施設 

その他 

住宅等居住場所 
70.0% 

道路・交通施設
11.2% 

店舗・遊戯施設等
6.7% 

公園・遊園地・ 

運動場等 
6.8% 

発生場所別搬送人員（０～５歳） n=9,990人  

救急搬送データからみる日常生活の事故の実態 平成２８年 東京消防庁 図3－35より 
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計画の理念

○計画の理念　＞　【参考資料】（１）理想子ども数と予定子供数の乖離

○理念　＞　【参考資料】（２）合計特殊出生率、出生数

全国：人口動態統計　2016　確定数　第5表（合計特殊出生率　H22,H26～28）　
東京都H28（H24～28）：福祉保健局HP　人口動態統計　第３章第2節表第3表（都出生数）、第18表合計特殊出生率

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/kakuteisu.html

○表０－１０　　年少人口（０～１４歳）
【住民基本台帳による東京都の世帯と人口】（http://www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/jy-index.htm）

21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

住民基本台帳による東京都の世帯と人口　平成２６年１月(http://www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/2014/jy14qf0001.pdf)

住民基本台帳による東京都の世帯と人口　平成２７年１月

住民基本台帳による東京都の世帯と人口　平成２８年１月 

住民基本台帳による東京都の世帯と人口　平成２９年１月 

※外国人の住民基本台帳制度スタートはH24年7月から　⇒上記は日本人のみで整理
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「出生動向基本調査」  

国立社会保障・人口問題研究所 より 

平均理想子供数・平均予定子供数（夫婦・関東） （人） 

（人） 

（人） 

（概数） 
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